































































































第 2章 アメリカ法の考察 




































































第 3章 わが国における課題の検討 








第 1節 代表訴訟制度一般における問題 





























































第 3節 多重代表訴訟制度の必要性と制度設計 
わが国では、株主代表訴訟制度がコーポレート・ガバナンスにおいて果たしている役割
7 
 
は大きい。代表訴訟制度による規律づけは、子会社におけるガバナンスにおいても、重要
になると考えられる。まず、子会社取締役には、市場の規律が及びにくい。上場子会社に
おいても、親会社という支配株主が存在する以上、敵対的買収や委任状合戦が脅威になる
ことはほとんどない。次に、前節において述べたように、親会社取締役による子会社管理
も、子会社役員に対する規律づけとして、究極的には不十分なものである。したがって、
子会社の役員に対する規律づけの手段として、代表訴訟制度の果たすべき役割は大きいと
考えられる。 
また、大規模な会社において、代表訴訟の現実的な機能は、損害の塡補よりも、不正の
抑止および法規範の形成にある。そして、不正の抑止および法規範の形成よって生じる便
益は、当該会社の株主のみにとどまらず、社会全体に及ぶ。このように、代表訴訟制度に
は「株主保護」にとどまらない意義があるのであるから、多重代表訴訟制度の意義を「親
会社株主保護」の観点のみによって捉えることも、不十分である。代表訴訟による規律づ
けを子会社役員等にも及ぼすことは、親会社株主の利益だけでなく、子会社の株主や債権
者などの利害関係人の利益、さらには社会全体の利益につながる。すなわち、多重代表訴
訟には、親会社株主の利益だけでなく、子会社の利害関係人の利益、さらには社会全体の
利益も含めた観点から、子会社における適切なコーポレート・ガバナンスを確保するとい
う意義がある。 
さらに、前節において述べたように、子会社において不正行為が行われた場合の責任関
係を合理的に処理するためにも、多重代表訴訟制度は必要である。すなわち、第一次的な
損害が子会社に発生した場合には、子会社に損害賠償が給付されることが望ましいのであ
って、そのような処理を実現するために、多重代表訴訟制度は必要である。 
以上の理由から、「多重代表訴訟は、特に問題のない限り、通常の代表訴訟と同程度に広
く認められるべきである」というのが、本稿の基本的な立場である。 
しかし、本稿の立場とは異なり、会社法改正において創設される多重代表訴訟制度には、
多くの限定が付されている。それらの限定の中には、理論的・政策的な正当性が疑わしい
ものも少なくなく、多重代表訴訟を認めるべき範囲については、今一度検討する必要があ
る。とりわけ、少数株主権化は、わが国の代表訴訟が市民運動的に提起されることが少な
くないという実態に照らすと、重大な制約である。これらの限定のために、制度の創設に
際して念頭に置かれていた大規模な企業グループにおいて、多重代表訴訟制度は「濫用も
活用もされない状態」に陥るのではないのかと、強く危惧される。本稿は、「多重代表訴訟
は、特に問題のない限り、広く認められるべきである」との考えから、完全親子会社関係
の要件、子会社の規模に関する限定、および1％の持株要件の3点は撤廃されるべきであり、
会社法上の親子会社関係があれば、多重代表訴訟は認められるべきであると考える。 
